契  約  書
●●●●●●●●●●●●●●●（以下「甲」という。）は、●●●●●●●●●●●●●●●（以下「乙」という。）との間に第1条に規定する請負業務について下記のとおり請負契約を締結する。
記
第1条  乙が甲より請負う業務は次のとおりとする。
    業  務  
    内  容   

第2条  この契約金額は、別添見積書記載の単価金額（消費税別）によるものとする。
第3条  乙は、第１条に規定する請負業務を別途甲が指示する期日までに実施するものとする。完了に当たっては、甲の指定する係員の検査を受けるものとし、合格した時に完了したものとする。
第4条  乙は前条に規定する検査の結果、不合格があったときは甲は乙へ請負業務のやりなおしをさせることができる。この場合においての検査の完了は、前条の規定を準用する。
２．前項の規定により生ずる一切の費用は乙の負担とする。
第5条  甲は第3条の規定により請負業務が完了した後において､第2条の単価金額にもとづき支払金額を確定し、乙から適法な支払請求書を受理したときは、その日から起算して60日以内に乙に対し支払うものとする。

第6条  乙は天災その他止むを得ないと認められる理由により、甲が指示する期限または期間内に請負業務を完了することができないときは、その事由を詳記して期間延長の願出をすることができる。この場合において、甲はその願出を相当と認めたときはこれを承認することがある。
第7条  乙が次の各号の一つに該当する場合においては、甲は本契約を解除することができるものとする。
（1）乙が本契約の履行の見込みがないと甲が認めたとき。
（2）契約履行の着手が著しく遷延したとき。
（3）契約解除の申し立てがあったとき。
（4）支払停止、破産または和議申し立て、その他信用を喪失したと認められるべき事由が発生したとき。

（5）自己又は自社の役員が、次の各号のいずれかに該当する者であることが判明したとき、又は次の各号に掲げるものが、その経営に実質的に関与していることが判明したとき。
ア）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第7号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
イ）暴力団員（同法第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
ウ）自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどした者
エ）暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者
オ）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
カ）下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記アからオまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結した者
２．前項の規定によりこの契約が解除された場合は、乙は、違約金として契約金額の100分の10に相当する金額を甲に　　支払うものとする。
第8条  この契約について甲と乙の間に問題を生じたときは、両者誠意をもって解決にあたるものとする。
第9条  この契約書に規定していない事項については、必要に応じて甲･乙協議の上、定めるものとする。
  上記契約の締結の証しとするため、この契約書壱通を作成し記名押印の上、甲が本書を乙が写しを保有するものとする。
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